
はじめに
　実績報告書類は、法人が対象経費を支出しなかった等の理由により請求を取り下げる（０円）場合であっ

ても、東京都より交付予定額の決定を受けた場合は、必ず御提出いただく書類です。（令和６年度現任介護

職員資格取得支援事業助成金交付実施要綱（令和６年４月１日付６財人養第３９号）第９条より）

　書類作成の方法について、問合せの多い内容を掲載しておりますので必ずお読みください。

目　次 （ 作成する順番に掲載しています ）

・ 『 別記様式第２号-３（対象者別） 』 の作成　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P. ２

・ 貼付する『 領収書類 』の写しについて　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P. ３～６

　　（・実務者研修、実技試験免除のための介護技術講習の受講料　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P. ４ ）

　　（・参考図書費用　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P. ５ ）

　　（・外部受験対策講座受講料　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P. ５ 下部 ）

　　（・講師謝礼・教材費等　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P. ６ ）

・ 『 別紙２ 支払証明書 』 の作成　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P. ７

・ 『 別記様式第２号-２（対象者別） 』 の作成　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P. ８

・ 『 合格証書 』の写しについて　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P. ８ 下部

・ 不合格の場合 の記入例　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P. ９ 上部

・ 『 受験票 』の写しが必要な場合　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P. ９ 下部

・ 『 別記様式第２号 』 の作成　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.１０

・ 法人として取下げ（０円）の場合 の記入例　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.１０下部

・ 『 別紙１ 支払金口座振替依頼書 』 の作成　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.１１

・ 『 実績報告提出書類一覧 』 の作成　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.１２

早見表

◆各様式は、当財団のホームよりダウンロードできます。自動計算されますので御活用ください。

　　東京都福祉保健財団＞各種様式のご案内＞介護保険分野＞現任介護職員資格取得支援事業

◆「令和６年度 実績報告に関する提出書類について」 も併せて御参照ください。

～事務担当者さまへ 必ずこちらの手順書をお読みください～

実 績 報 告 書 類 記 入 例 と 作 成 手 順 書

様 式 名 称 合 格 不合格
取下げ

（０円）
掲載頁

 実績報告提出書類一覧 ○ ○ ○ 12

 別記様式第２号 ○ ○ ○ 10

 別記様式第２号-２（対象者別） ○ ○ 8～9

 合格証書の写し（コピー） ○ 8

 受験票の写し（コピー） （※）該当者のみ必須 （※） （※） 9

 別記様式第２号-３（対象者別） 2

 領収書等の写し（コピー） 3～6

 別紙１　支払金口座振替依頼書 ○ ○ 11

 別紙２　支払証明書 ○ ○ 7

受験料以外の対象経

費がある場合

○

提出期限： 令和７年４月４日（金曜日）必着
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・別記様式第２号-３（対象者別）

 を最初に作成します

対象者名の記入

領収書の写し（コピー）を貼付  （ 次頁参照 ）
法人が支出した領収書のコピーを貼付します。

※ 受験料（18,380円）については、助成金申請の際に
受験料払込の受領証の写し（コピー）を提出している
ため、貼付は不要です。

貼付しきれない場合は、原寸大のコピーをＡ４判の

用紙に貼付し、まとめてホチキス留め

貼付した領収書類の枚数の記入

この記入例の場合は、領収書６枚、領収書に付随する

添付書類として原寸大のコピー７枚（下記①から⑦）

を提出するため、「13」 と記入します。

＜御注意ください＞
・ 領収書に付随する添付書類も含め、対象者ごとに作成を

してください。
・ 複数名分を１枚で提出した場合は、無効となります。
・ 不合格の場合は、別記様式第２号-３ は不要です。また、

合格者で対象経費が受験料（18,380円）のみの場合に

ついても不要です。
・ その他 必要に応じて、書類の提出をお願いすることが

あります。

※「領収書に付随する添付書類」については、４頁以降に掲載して
  いますので、御参考ください。

手順２

別記様式第２号-３

手順１

手順３

手順４
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別記様式第２号-３ に貼付する 領収書類 について御確認ください。

（１） 領収書類を貼付する事が出来る対象者は、合格し、かつ、受験料（18,380円）以外の対象

経費を法人が支援した場合に限ります。不合格の場合は、助成基準により受験料のみが

助成対象になりますので、領収書類の提出は出来ません。

（２） 各種領収書 及び 領収書に付随する添付書類 については、第３７回介護福祉士国家試験

 に関するもののみ有効です。

（３） 原本ではなく写し（コピー）を 別記様式第２号ー３（対象者別） に貼付してください。

貼付しきれない場合は、Ａ４版の用紙に貼付し、まとめてホチキス留めをしてください。

（４） 複数名分を１枚で提出した場合は、無効となります。必ず対象者ごとに貼付してください。

（５） 実務者研修 及び 実技試験免除のための介護技術講習に関する費用を除き、日付が、

令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの期間ではない領収書は審査対象外です。

※実務者研修 及び 実技試験免除のための介護技術講習に関する費用については、法人の本人への支払いが
令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの期間である場合、過去の領収書でも対象経費として認められます。
ただし、介護技術講習については、令和６年３月３１日までに修了した領収書に限ります。

（６） 次の領収書類は、全て無効です。

①宛名が無い  ②宛名が上様  ③日付が無い  ④但し書き（品目）が不明確
⑤発行人の記載と押印が無い  ⑥発行人が対象者本人
　この他に、法人の支払いが令和6年4月1日から令和7年3月31日までの期間ではない場合や

　法人が支払いをしていない場合、また、上記（４）に記載のとおり複数名分を１枚で提出

　した場合も無効であり、助成対象外となりますので御注意ください。

例： ①宛名が無い ②宛名が上様　　③日付が無い ⑥発行人が対象者本人

④但し書が不明確　　⑤発行人の記載と押印が無い

　提出できません

参 照

不合格
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　・留意事項
受験資格制度の改正により、実務者研修 と実技試験

免除のための介護技術講習に限っては、法人の支払

いが令和６年４月１日から 令和７年３月３１日までであ

れば、過去の領収書でも助成対象となります。

ただし、介護技術講習 については、第３７回国家試験

より実技試験が廃止されたことにより令和５年度までに

修了したものに限ります。（領収書の日付が令和６

年３月３１日までの支払いのものが対象です。）

※ 万が一、領収書が見当たらない場合は、次の①及び

②の書類両方をA４版の用紙に貼付することで、領収

書に代替して提出することができます。

① 銀行の 「ご利用明細書」 もしくは、 「修了証書」や

 「受講決定通知書」 など 受講したことが確認でき
る書類の写し（コピー）。

② 案内通知文やパンフレットなど、受講料金が掲載

されている書類の写し（コピー）。

　＜御注意ください＞

左記のような払込受領証の場合、この記載内容からは

【介護福祉士国家試験】に関係する受領証なのか不明

であり、「実務者研修の受講料を納めた」 とは判断でき

ません。
このため、この払込受領証の他に 「領収書に付随する

添付書類」 として、以下の書類両方をA４版の用紙に貼

付し、併せて提出をしてください。

・「実務者研修 修了証明書」 もしくは 「実務者研修 受講証」

・ のコピー

・案内通知文やパンフレット等、受講料金が確認できる

・ 書類のコピー

※不明な点がありましたら、事前に審査担当までお問合せください。

実 務 者 研 修 、 実技試験免除のための介 護 技 術 講 習　受 講 料
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・留意事項　　
　１．レシートの場合は、対象者名を明記します。

 ３．※対象者名が無い場合は、対象者のものと判断できず、助成対象外となります。

　２．具体的な書籍名の記載が無い場合は、「 領収書に付随する添付書類 」 として、

 ２．表紙・裏表紙を原寸大にコピーし、Ａ４判の用紙に貼付、まとめてホチキス留めを

　２．します。

　３．書籍名が明確に記載されている領収書の場合は、「付随する添付書類」は不要です。

・留意事項
領収書の記載内容だけでは【介護福祉士国家試験】の

ものだと判断できない、あるいは詳細が読み取れない

場合は、「 領収書に付随する添付書類 」 として、以下

の書類両方をＡ４版の用紙に貼付し提出してください。

・「修了証書」「受講決定通知書」等、受講したことが
・ 分かる書類のコピー
・案内通知文やパンフレット等、受講料金が確認でき
・ る書類のコピー

※ 万が一、領収書が見当たらない場合は、次の①及び

②の書類両方をA４版の用紙に貼付することで、領収

書に代替して提出することができます。

① 銀行の 「ご利用明細書」 もしくは、 「修了証書」や

 「受講決定通知書」 など 受講したことが確認でき
る書類の写し（コピー）。

② 案内通知文やパンフレットなど、受講料金が掲載

されている書類の写し（コピー）。

参 考 図 書 費 用

通信講座や模擬試験など  外 部 受 験 対 策 講 座 受 講 料

３,２４０円の書籍の
表紙・裏表紙 原寸大コピー

２,１６０円の書籍の
表紙・裏表紙 原寸大コピー

印
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　１．領収書の他に、開催案内通知文やプログラム、参加者

　２．リストの写し（コピー）等が必須です。（下記３を参照）

　２．宛名が法人名の場合において、その領収書が複数名に当

　２．たる場合は、余白部分に全受講人数（助成対象者以外も

　２．含む。）の明記をします。

例： 法人内で外部講師を招き、受講対策講座を開催した。

全受講者数が５名のため、一人当たりの費用については

 ・上記領収書は ５０,０００円÷５名＝１０,０００円

 ・下記領収書は ７５,０００円÷５名＝１５,０００円　となり、

別記様式第２号-２ 「３ 事業実績報告内容及び経費内訳」

の「講師謝礼、教材費等」欄には２５,０００円 と記入をする。

　３．「 領収書に付随する添付書類 」 として、講習会の名称 ・

　３．実施日 ・ 講座内容 ・ 受講料金 ・ 講師名 ・ 参加者リスト

　３．などが確認できる 開催案内通知文 や プログラム等 を原

　３．寸大にコピーし、Ａ４判の用紙に貼付、まとめてホチキス

　３．留めをします。

※ 複数名分をまとめて１枚で提出した場合は、
無効となります。
必ず対象者ごとに作成し、Ａ４版の用紙に
貼付してください。

　＜御注意ください＞

領収書に付随する添付書類は、必ず対象者ごとに作成し、Ａ４版の用紙に貼付して

ください。

講 師 謝 礼  、教 材 費 等 ※ただし、法人内または事業所内での受験対策講座の実施に要する経費 に限る

・留意事項
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・別紙２　支払証明書

次に、 を作成します

日付の記入
提出日を記入します。

法人名、所在地、代表者名の記入と押印
省略せず正式名称で記入し、登記簿上の法人代表印を
押印します。

※ １号様式類の申請後に、法人名・所在地・代表者名

等が変更になった場合は、現在の（新しい）法人名・

代表者を記入してください。

支払内容の記入

別記様式第２号-３ に貼付した領収書の写し（コピー）を

もとに、法人が対象者に対して支払いを済ませた対象経

費の内容を記入します。

※ 受験料（18,380円）については、助成金申請の際に

受験料払込の受領証の写し（コピー）を提出している

ことから貼付不要のため、法人が支払いを済ませて

いれば、記入してください。

対象者の受領印の押印

対象者は、内容を確認の上、受領印を押印します。

※受領印についてサインは不可、署名だけでは助成金

※の支払い対象とはなりません。

　＜御注意ください＞

① この様式は、別記様式第２号-３ に貼付した領収書の写し（コピー）をもとに、

対象者が法人から領収書記載の対象経費について、支払いを受けたことを

認める書類です。

② 対象者が支払済であっても、法人の支払が令和６年４月１日から令和７年

３月３１日までの期間ではない経費については、助成対象外ですので、記入は

出来ません。

③ 別記様式第２号-３ に貼付した領収書の宛名が “ 法人名 ”であるなど、

対象者個人では支払いをしていない（法人が直接支払いをしている）場合は、
対象者への支払いが発生しないため、この様式への記入は不要です。

ただし、本人が立て替えて支払っていた場合等、法人が実際に本人に支援を行った

日付が領収書の日付と異なる場合は、作成が必要となります。

手順３

別紙２ 支払証明書

手順１

手順２

手順４
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・別記様式第２号-２（対象者別）

次に、 を作成します

法人名、所属事業所名、対象者名の記入
省略せず正式名称で記入をします。

受験結果、勤務状況の記入

「３ 事業実績報告内容及び経費内訳」の記入
① 別記様式第２号-３に貼付した領収書の金額 及び 

支払証明書の記載内容について、項目ごとに記入

します。

※ 受験料18,380円（助成金申請の際に、受験料払込の
受領証の写し（コピー）を提出済） 及び 別記様式第２
号-３に貼付した領収書類 以外については、いかなる
理由があっても 助成対象外ですので、記入は出来ま
せん。

※ 不合格の場合は、受験料のみが助成対象です。

（次頁に記入例がありますので、御参考ください。）

② 「合計Ａ」を算出し、記入します。

「２ 助成金申請額内訳」の記入

① 上記 手順３②「合計Ａ」の金額を、左欄の「法人支出
合計額 Ａ」 に記入します。

② 「法人支出合計額 Ａ」を1/2にし、千円未満切捨ての

金額を「算定額 Ｂ」に記入します。

③ 【助成金交付予定額の決定通知】 に記載の金額を、
「助成金交付予定額 Ｃ」に記入します。

・合格証書の写し（コピー）

④ 「算定額 Ｂ」 と「助成金交付予定額 Ｃ」 を比べて
少ない方の額を「助成金請求額 Ｄ」に記入します。

「１ 助成金請求額」の記入

上記 手順４④「助成金請求額 Ｄ」の金額を記入します。

【合格証書】の写し（コピー）をとる
合格者については、コピーをとり、別記様式第２号-２の

後ろに重ねてホチキス留めをします。

※ 提出が無い場合は合格とは認められず、受験料
（18,380円）以外の経費は助成対象外となります。

※ 締切りに間に合わない場合の取扱いについては、
次頁の下部を御確認ください。

別記様式第２号-２

手順１

手順２

手順３

手順４

手順５

手順６

※合格証の写し（コピー）は、２号-２

の後ろに重ねてホチキスで留めます。
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　☆不合格の場合の　別記様式第２号-２　の記入例　（取下げ（０円）の場合は、この様式は不要です。）

不合格に✓を入れる。

助成基準により受験料だけが助成対象です。
※ 法人が受験料以外の経費を支援された場合で

あっても、すべて助成対象外ですので、記入は
しないでください。

助成金請求額の上限額は、9,000円となります。

　＜御注意ください＞
次の①もしくは②に該当する場合は、『受験票』 の写し（コピー）の提出が必須となります。
提出方法は、いずれもA４版の用紙にコピーをとり、『別記様式第２号-２』 の後ろに重ねてホチキス
留めをしてください。

① 【交付予定額の決定通知書】 の備考欄に、

「受験票（写）提出必須」 との記載がある。

② 【合格証書】の写しの提出が間に合わない。

※ 取り急ぎ『受験票』の写しを提出してください。

なお、【合格証書】が手元に届き次第、写しを提出をして

ください。(提出はＦＡＸでも可)

財団 花子
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・別記様式第２号

次に、 を作成します

日付の記入
提出日を記入します。

法人名、所在地、代表者名、電話番号の記入と押印
省略せず正式名称で記入し、登記簿上の法人代表印を
押印します。

※ １号様式類の申請後に、法人名・所在地・代表者名
等が変更になった場合は、現在の（新しい）法人名・
所在地・代表者等を記入してください。

「2 内訳」の記入
① 【助成金交付予定額の決定通知】 に記載の 対象者

全員について、対象者名・所属事業所名の記入をし
ます。

※ １号様式類の申請後に 改姓した場合は、備考欄に
旧姓を記入してください。

② 「受験結果（※）」の欄には、合格 ・ 不合格 のいず

れかを記入してください。
退職の場合は、「退職」欄に○印を入れ、受験結果
についても必ず記入してください。合否不明の場合
は、合否不明と記入をしてください。

 ☆法人として取下げ（０円）の場合の記入例
③ 「助成金請求額」の欄は、「別記様式第２号-２」の

「１ 助成金請求額」の金額を記入します。

④ 合計金額を算出し、記入をします。

「1 助成金交付申請額」の記入
上記 手順３⑤「2 内訳の合計金額」を記入します。

＜御注意ください＞
対象者の請求を取り下げる（０円）場合でも、提出は必
要です。また、法人として全員を取り下げる場合でも、
０円としての提出が必要となります。

☆法人として取り下げ（０円）の場合の留意点
① 【助成金交付予定額の決定通知】 に記載の 対象者

全員について、対象者名・所属事業所名の記入をし

ます。

② 受験結果を記入、「助成金請求額」欄は「０」と記入

します。

④ 合計金額は「０」と記入します。

手順２

別記様式第２号

手順１

手順３

手順４
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・別紙１　支払金口座振替依頼書 次に、

を作成します。

日付の記入

提出日を記入します。

法人名、代表者名の記入と押印

省略せず正式名称で記入し、登記簿上の法人代表印を
押印します。

※ １号様式類の申請後に、法人名・所在地・代表者名
等が変更になった場合は、現在の（新しい）法人名・
所在地・代表者等を記入してください。

金融機関 口座情報の記入

各項目について、正しく記入をします。
※口座番号は、７桁の数字を記入します。

通帳の表紙の裏のコピーを貼付

指定口座の通帳について、表紙の裏（２枚目）をコピー
し、貼付します。

※ ゆうちょ銀行 の場合は、さらに３ページ目の「銀行
使用欄」 の部分もコピーし、貼付してください。
もし、記載が無い場合は、郵便局にお持込みいた

だき、窓口にて記載のお願いを申し出てください。

（ゆうちょ銀行 の場合、お手持ちの通帳２ページ目

に記載されている内容と 振込用 の内容が異なる
ことから、３ページ目の「銀行使用欄」のコピーの提

出をお願いしています。）

　＜御注意ください＞

① ゆうちょ銀行 を指定口座にする場合は、お持ちの通帳に記載されている

「記号」 「番号」を、それぞれ振込用の 「店番（通常金融機関の本支店名

に該当」 「預金種目」 「口座番号」 に置き換える必要があります。

※詳細については、お手持ちの通帳３ページ目の「銀行使用欄」に記載

※の内容を確認してください。

② 記載内容の不備により、振込が滞るケースが発生しております。正確な内

容ではない場合、お支払いが出来ませんので充分に御注意ください。

　＜お知らせ＞

助成金の受領（振込先）を法人名義の口座ではない事業所の施設長等

に委任する場合は、この様式の他に 「別紙３ 受領委任書」 を提出してい 

ただきます。ただし、受任者は、助成対象者本人を除きます。

様式については、当財団ホームページよりダウンロードし、作成をしてくだ

さい。

別紙１ 支払金口座振替依頼書

手順１

手順２

手順３

手順４

※ゆうちょ銀行の場合のみ貼付
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・実績報告提出書類一覧 最後に、

を作成し、送付します

「法人名」他の記入
省略せず正式名称で すべて記入をします。

「提出時チェック欄」 の記入 
各項目を確認し、記入します。下部枠内にあるポイントに関する
✔は全法人必ず✔をしてください

法人控えの写し（コピー）をとる

コピー後、封筒に入れます。

「実績報告用宛名ラベル」の切り取りと送付

 「令和６年度 実績報告に関する提出書類につい

て 」の３ページ下段にある 実績報告用宛名ラベルを切

り取り、封筒に貼付して送付します。

  第２号-３（福祉太郎）※貼付しきれなかった８枚分と

支払証明書

手順４

実績報告提出書類一覧

手順１

手順２

手順３

第２号-２（公益花子） 支払金口座振替依頼書

　　※ この記入例（対象者３名（うち１名は取下げ）、請求金額合計５９，０００円）において 提出する書類

提出書類一覧 別記様式第２号 第２号-２（福祉太郎） 合格証（写）

併せてホチキスで留める
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